
お客様各位
2026年8月31日

平素はエフエネ電力サービスをご利用いただき、誠にありがとうございます。
このたび、電気需給約款および別表の一部改定をおこないますので、ご通知させていただきます。

一般送配電事業者において、2026年11月より託送料金が改定されます。当社は、この託送料金改定に
よる差額を電気料金に反映するため、電気料金構成に「送配電事業者料金改定費」を新設いたします。

今後ともご愛顧賜りますよう、お願い申し上げます。

新設項目

小売電気事業者 登録番号：A0349
株式会社エフエネ お客様サポートセンター
〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町1-38-9 宮前ビルディング7F
電話番号 0570-011-663（案内にそってガイダンス５番を押してください）
受付時間 平日 10：00～17：30（土日祝日を除く）

改定後約款の効力発生日

本件に関するお問い合わせ先

2026年11月1日

※１ 基準となる託送料金は2026年10月31日時点の単価とし、一般送配電事業者の託送供給等約款に定める
 現行の託送料金との差額を反映します。

※２ 託送料金が基準単価を上回る場合は加算し、下回る場合は減算します。

電気需給約款および別表の一部改定について

①託送基本料金相当分

②託送電力量料金相当分

（現行託送基本料金単価－基準託送基本料金単価）× 算定対象容量等

（現行託送従量単価－基準託送従量単価）× 使用電力量
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一般送配電事業者の託送供給等約款に定める託送料金を参照

送配電事業者料金改定費 ＝ ①託送基本料金相当分＋②託送電力量料金相当分

対象エリア

適用単価

※３ 電気を使用しなかった期間についても、送配電事業者料金改定費のうち基本料金相当分は全額を算定します。

参考

経済産業省「一般送配電事業者8社から託送供給等に係る収入の見通しの変更承認申請を受理しました」
（2026年7月10日）

https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260710001.html

https://www.meti.go.jp/press/2026/07/20260710001.html


電気は、発電所から電線や電柱、変電所などの設備を通って、ご家庭やお店まで届けられます。

この「電気の通り道」は、一般送配電事業者が管理しており、その設備を維持・管理するための

費用が「託送料金」です。

このたび、一般送配電事業者において、託送料金の基礎となる「収入の見通し」の変更承認申請が

行われ、国の審査・承認を経て、2026年11月より新たな託送料金が適用されます。

当社は、この託送料金改定による差額を電気料金に反映するため、2026年11月1日以降に

使用される電気から、新たに「送配電事業者料金改定費」を適用いたします。

2026年11月1日以降に使用される電気から適用となります電気料金の改定

発電所 お客様

電気の通り道を維持するための費用が「託送料金」です。

一般送配電事業者の託送料金改定に伴う、新たな料金項目です。

託送料金と送配電事業者料金改定費について

託送料金が基準単価を上回る場合は加算し、下回る場合は減算いたします。

送配電事業者料金改定費は、託送料金の改定差額を電気料金に反映するものです。

※ 料金構成、反映のイメージを次ページにて、ご説明しています

託送料金の改定が行われます。

設備は、一般送配電事業者が管理・維持



料金への反映イメージ

電気料金構成

現在 改定後

基本料金 基本料金

電力量料金 電力量料金

再生可能エネルギー

発電促進賦課金

再生可能エネルギー

発電促進賦課金

電力調達調整費
燃料費調整 + 調達調整費

電力調達調整費
燃料費調整 + 調達調整費

供給能力維持費
※容量拠出金相当額

新設
項目

託送料金の
改定差額を反映

項目

託送基本料金相当分

託送電力量料金相当分

算定対象 単価差額 反映方法

契約容量等 現行－基準
上回る＝加算
下回る＝減算

送配電事業者

料金改定費

供給能力維持費
※容量拠出金相当額

使用電力量 現行－基準
上回る＝加算
下回る＝減算

契約プランごとに設定した固定料金です。
電気をまったく使わなかった場合でも、基本料
金は発生します。

使用した電力量に応じて発生する料金です。
使用量の増減に応じて、電力量料金も増減
します。

再生可能エネルギー固定価格買取制度によ
り、お客様にご負担いただくものです。
※単価は経済産業大臣によって定められます

電力の取引市場である日本卸電力取引所の
市場取引結果を加味した調整費です。
市場価格に応じ、お客様へ加算・減算します。

将来必要となる電力の供給力を確保するため
発電所等の設備維持に必要な容量拠出金
の相当額です。
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